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年金改革法案から削除され

た基礎年金底上げ策とは何

だったのか 

５年に一度の年金改革法案

の中で柱とされていた基礎年

金（国民年金）の給付額底上

げが、法案から削除されまし

た。この基礎年金底上げ策

は、将来の低年金が不安視さ

れる就職氷河期世代があと 10

年ほどで年金の支給開始とな

る 65 歳に達するため、厚生労

働省で対策が検討されていた

ものです。しかし、自民党か

ら７月の参院選への影響が大

きいと反対論が拡大し、法案

から削除されるに至りまし

た。 

◆相次いで後退する低年金対

策 

法案に盛り込まれなかった

その他の低年金対策として、

基礎年金の保険料の納付期間

を 60 歳から 65 歳までの５年

間延長する案があります。年

金額が年 10 万円増える案でし

たが、保険料負担が計 100 万

円増えることへの国民の反発

が強く、厚生労働省は 2024

年７月に断念しました。 

パート労働者の厚生年金へ

の加入拡大案は、法案に盛り

込まれましたが、保険料を半

分負担する事業主への配慮を

求める自民党の要望により、

拡大完了の時期を 2029 年か

ら 2035 年まで先送りしまし

た。 

◆基礎年金底上げ策とは 

すべての人が受け取る基礎

年金は財政状況が悪いため、

将来に３割目減りします。老

後を基礎年金に頼る自営業者

や、低所得の会社員らが困窮

するリスクがありました。そ

こで会社員らが上乗せで受け

取る厚生年金を減額して財源

をつくり、国庫負担（税金）

も投入して基礎年金を底上げ

するのが、基礎年金底上げ策

でした。 

厚生労働省によれば、給付

額の伸びを抑制するマクロ経

済スライドによる調整は、基

礎年金より報酬比例部分の方

が先に終了するが、厚生年金

の積立金を基礎年金の積立金

に繰り入れ、国庫負担も増や

して基礎年金と報酬比例部分

の調整終了時期を一致させれ

ば、基礎年金の財政も改善

し、将来的には 99.9％の方の

給付水準が上昇するとのこと

です。 

しかし、そのためにはこれ

から厚生年金をもらい始める

人の給付水準が何年にもわた

って低下した後、やがて少し

ずつ上昇するという負担があ

ります。また、国庫負担の追

加は将来的に最大年２兆

6,000 億円に達するとされ、

これは消費税のおよそ１％に

あたり、将来の増税が懸念さ

れます。 

厚生労働省の考え方は「年

金改革はゼロサムゲーム」と

いうもので、恩恵を受ける人

がいれば、必ず誰かの負担が

増えたり給付が減ったりしま

す。低年金対策として誰かの

年金を削ることが必要なら、

その妥当性を国民に丁寧に説

明する必要があるでしょう。 

【厚生労働省「マクロ経済ス

ライドの調整期間の一致」】 

https://www.mhlw.go.jp/cont

ent/12601000/001169529.pdf 

労働基準法における 

「労働者」の判断基準 

約 40 年ぶりに見直しの議

論 

◆研究会の目的 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省は５月１日に

「第１回 労働基準法におけ

る「労働者」に関する研究会」

を開催し、労働者性の判断基

準の在り方などの検討を開

始しました。この研究会で

は、「労働基準関係法制研究

会報告書（令和７年１月８日

公表）」において、労働基準

法研究会報告「労働基準法の

『労働者』の判断基準につい

て」（昭和 60年）の作成から

約 40 年が経過し、働き方の

変化・多様化に必ずしも対応

できない部分が生じており、

この間に積み重ねられた事

例・裁判例等を分析・研究し、

学説も踏まえながら見直し

の検討をすることや、国際的

な動向も視野に入れながら

総合的な研究を行うことの

必要性について指摘がなさ

れ、同省において専門的な研

究の場を設けて総合的な検

討を行うべきこととされま

した。 

◆検討事項 

この研究会では、次の事項

について調査・検討を行うこ

ととされています。 

① 労働基準法上の労働者

性に関する事例、裁判例等

や学説の分析・研究、プラ

ットフォームワーカーを

含む新たな働き方に関す

る課題や国際的な動向の

把握・分析 

② 労働基準法上の労働者

性の判断基準の在り方 

③ 新たな働き方への対応

も含めた労働者性判断の

予見可能性を高めるため

の方策 

◆「労働者」の判断基準 

現在、労働基準法上の「労

働者」に当たるか否かについ

ては、以下の２つの基準で判

断されることとなっていま

す。 

・労働が他人の指揮監督下に

おいて行われているかどう

か、すなわち、他人に従属

して労務を提供しているか

どうか 

・報酬が、「指揮監督下にお

ける労働」の対価として支

払われているかどうか 

この２つの基準を総称して

「使用従属性」と呼ばれてい

ます。 

近年、配達員やアイドル、

劇団員、英会話講師等が労働

者として認められる裁判例が

あり、この研究会の議論によ

り条件がどのように見直され

るのか、今後の動向が注目さ

れます。 

 

【厚生労働省「労働基準法にお

ける「労働者」に関する研究会 

第１回資料」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/

newpage_57506.html 

６月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

２日 

○ 労働保険の年度更新手続

の開始＜7 月 10 日まで＞

［労働基準監督署］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

～当事務所より一言～ 

いよいよ梅雨入りです。ス

リップ事故に注意しまし

ょう。蒸し暑くなるのでし

っかり体調管理しましょ

う。社労士としては何かと

忙しい 6 月 7 月です。どう

ぞよろしくお願いします                         

 

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴

収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

  30 日 

○ 個人の道府県民税・市町

村民税の納付＜第 1 期分

＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離

職の翌月末日＞［公共職

業安定所］ 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 

 


